
 

 
 

「第３次相模原市住生活基本計画（案）」に関する 
パブリックコメント手続の実施結果について 

 
１ 概要 
「第３次相模原市住生活基本計画（案）」は、少子高齢化や空き家の増加など、本市を取り巻く

状況の変化に対応するため、住宅政策を総合的かつ計画的に推進することを目的に策定いたします。 

また、住宅確保要配慮者への入居の円滑化を図るため、住宅セーフティネット法に基づく「相模

原市賃貸住宅供給促進計画」を一体的に策定することとし、令和２年度から令和９年度までの８年

間を計画期間としてまとめたものです。 

この度、同計画を策定するに当たり、市民の皆様からのご意見を募集いたしました。 

その結果、１３人の方から３４件のご意見をいただき、お寄せいただいたご意見の内容及びご意

見に対する本市の考え方を次のとおり公表します。 

なお、いただいたご意見につきましては、今後の取組に生かしてまいります。 

 
２ 意見募集の概要 
 ・募集期間  令和元年１２月１０日（火）～令和２年１月１６日（木） 
 ・募集方法  直接持参、郵送、ファクス、電子メール 
 ・周知方法  市ホームページ、建築・住まい政策課、各行政資料コーナー、各まちづくりセン

ター（城山・橋本・本庁地域・大野南まちづくりセンターを除く）、各出張所、各公

民館（沢井公民館を除く）、各図書館、市立公文書館、広報さがみはら 
 
３ 結果 
（１）意見の提出方法 

   
 
 
 
 
 
 
（２）意見に対する本市の考え方の区分 

   ア：計画案等に意見を反映するもの 
   イ：意見の趣旨を踏まえて取組を推進するもの 
   ウ：今後の参考とするもの 
   エ：その他（今回の意見募集の趣旨・範囲と異なる意見など）

意見数 １３人（３４）件 

内 

訳 

直接持参 １人（ ２）件 
郵送 ２人（ ３）件 

ファクス ６人（ ８）件 
電子メール ４人（２１）件 



 

 
（３）件数と本市の考え方の区分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

項 目 件数 
市の考え方の区分 

ア イ ウ エ 

① 第２章 住生活の現状と課題に関すること １０ ３ ４ ２ １ 

② 第４章 基本方針別の施策の展開に関する

こと ２ ２    

③ 第６章 計画の実現に向けてに関すること ２２  １７ ５  

       

       

       

合 計 ３４ ５ ２１ ７ １ 
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（４） 意見の内容及びご意見に対する本市の考え方 
 

通番 意見の趣旨 市の考え方 区分 

① 第２章 住生活の現状と課題に関すること 
１ 

 
（課題１ 若年・子育て世帯の市外

転出の抑制） 

住民の相模原市からの逃避は若年

層だけではない 

⇒住環境価値を高める交通手段の整

備 

バブル以降しばらく住民の流入が

増加したのは、相模原市が東京近辺

で比較的低価格で住宅が取得できた

からで、近年住宅の余り現象がおき、

都市圏への通勤に時間のかかる相模

原市から逃避が始まっている。 

横浜線、小田急線、京王線はいずれ

も相模原の端にあり、相模原住民の

十分な足とならず、また、そこへの

アクセスが充分と言えない（道路幅、

公共交通機関）。 

施策例）時間距離の平均化政策 

住民は市役所まで平均時間を30分

以内とするために、遠距離地区から、

或るところまでは各停運行し、そこ

からは市役所まえまでを直行運行す

る運行手段の整備等 

交通手段の整備につきましては、

本計画では、住宅政策の基本方針を

示す住宅部門の基本計画としてお

りますことから記載をしておりま

せん。 

なお、本市の現状として、20歳代

から30歳代が転出超過となってい

ることから、本計画においては、持

ち家の取得や子の誕生・成長等のラ

イフステージの変化等により本市

を居住地として選択してもらい、長

く住み続けてもらうため、市外転出

の抑制を課題として位置付けてお

ります。 

エ 

２ 
 

 ９頁（２）住宅の状況「参考」の建

て方と所有の関係が逆 
 いただきましたご意見のとおりと

なりますので、記載を修正します。 
ア 

３ 
 

１０頁（新設住宅着工数）持ち家と

分譲住宅の違いは。（戸建てと共同住

宅） 

 いただきましたご意見につきまし

ては、10頁に定義を記載しておりま

す。 
ウ 

４ 
 

マンションについてもいろいろな

表現で使用されていて分かりにくい。 

61頁の定義では、マンションとは区分

所有建物。複数のマンションを団地型

マンション。18頁では、持ち家共同住

宅と持ち家マンション（３階建て以

上）の概念が出てくる。 

マンションの定義については、

様々な表現がありますが、本計画に

おいては、区分所有建物である住宅

を「マンション」とし、一敷地に複

数のマンションが建つものを「団地

型マンション」としております。 

ウ 
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 ５ 

 
19頁では、一般住宅団地という言

葉が出てくる。この頁は、課題8団地

型マンション・公的賃貸住宅団地の

再生に向けた取組の支援・連携につ

き述べているので戸建て住宅団地を

記載する必要はない。 

いただいたご意見については、一

般住宅団地という言葉を管理主体

に修正いたしました。 

また、住宅団地につきましては、

様々な形態があり、市内の状況を示

す中で、戸建て住宅団地についても

掲載しております。 

ア 

６ 
 

17頁（課題６）賃貸用の空き家は
所有者がいる。「その他の空家」が問

題ではないのか。課題を明確にする

べきと考えます。（国交省「新たな住

生活基本計画のポイント参照」） 

17頁では、行政区ごとに空き家の
状況が異なる特徴を課題として取

り上げており、緑区では「その他の

空き家」が多く、中央区、南区では

「賃貸用の空き家」が多い状況を示

しております。 

イ 

７ 
 

18頁（課題７）持ち家共同住宅と
持ち家マンション（３階建て以上）

とを区分けした理由は。 

 本計画では、階数によって施策対

象を区分しておりません。いただい

たご意見を踏まえ、３階建て以上の

区分けを外し、資料を修正いたしま

した。 

ア 

８ 
 

課題７がどの方針・施策と対応す

るのか結びつきがわからない。 
 課題７への対応は、基本方針６

（38頁）とその施策方向、推進施策
に記載しております。 

イ 

９ 
 

19頁（課題８）この中のどれが問

題なのか。どのような再生の課題が

あるか明示すべき。 

 市内の団地には、様々な形態があ

り、管理主体によって再生の進め方

が異なることが課題となることを

示しております。 

イ 

10 

 
19頁（課題８）民間が供給した団

地型マンションに大きな問題は絞ら

れることを説明すべきと考えます。

課題を絞り込んで対応策に結び付け

ることが必要と思います。団地型マ

ンション以外は、公的主体や賃貸住

宅オーナーなど管理責任者が明確で

す。 

市内には、民間及び公的主体から

供給された団地型マンションがあ

り、再生の進め方が大きく異なるこ

とから管理主体を絞った課題とは

しておりません。 イ 
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 ② 第４章 基本方針別の施策の展開に関すること 

11 

 
基本方針２（31頁） 

２-３.施策体系（１）高齢者世帯

等が健康に住み続けられる住宅の供

給の①健康で長く住み続けられるた

めの住宅改修の推進について、具体

的な取組の新規の施策で「健康で快

適に暮らせる住まいのリフォームの

推進」について、以下のとおり追記

することを提案します。 

「高齢期を迎える方がいる世帯に

対し、バリアフリー化を進めるとと

もに断熱改修等のヒートショック対

策と併せて住戸内の温度差を小さく

する温熱環境の改善により健康で快

適に暮らせる住宅へのリフォームの

支援策について検討します。」 

 当該施策に記載の「断熱改修等」

については、ヒートショック対策も

含まれておりますが、いただいたご

意見を踏まえ、「高齢期を迎える方

がいる世帯に対し、バリアフリー化

を進めるとともにヒートショック

対策などの断熱改修等の健康で快

適に暮らせる住宅へのリフォーム

の支援策について検討します。」に

修正いたしました。 

 

 

ア 
12 

 
基本方針４（35頁） 

４-３.施策体系（２）既存住宅の

改修の促進の②既存住宅におけるリ

フォームの促進について、具体的な

取組の新規の施策で「健康で快適に

暮らせる住まいのリフォームの推

進」について、以下のとおり追記す

ることを提案します。 

「高齢期を迎える方がいる世帯に

対し、バリアフリー化を進めるとと

もに断熱改修等のヒートショック対

策と併せて住戸内の温度差を小さく

する温熱環境の改善により健康で快

適に暮らせる住宅へのリフォームの

支援策について検討します。」 

第６章 計画の実現に向けてに関すること 
13 

 

対象に田名テラスを入れて欲しい。 53頁に示す位置図については、お
おむね築30年以上、かつ200戸以上
の団地を参考として示しているも

のであり、住戸数によって施策対象

を区分しておりません。 

イ 14 

 

田名団地は入っているが、田名テ

ラスも加えていただきたい。開発の

経緯（県公社）、再開発の面積等利便 
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 性など再開発の自由度が増加しメリ

ット大 
なお、本計画における団地型マン

ションは、一団地内に複数の建物が

あり、その建物が区分所有建物であ

る住宅を位置付けております。 

 

15 

 
対象の団地型マンションに「田名

テラス」が入っていません。田名テ

ラスは田名団地と同時期に県住宅公

社により分譲住宅であり、２階建160

戸で構成されている。団地型式であ

るため、対象に含めていただきたい。 

16 

 
重点施策３「地域のニーズに応じ

た団地型マンション及び公的賃貸住

宅団地の再生の促進」の対象に「田

名テラス」が入っていいないとのこ

と、非常に残念に思います。 

「田名テラス（33棟・160戸・約9000

坪）」も入居後45年を経過し、高齢化

が進み当住宅管理組合も専門委員会

を立ち上げ、将来の建て替え等を真

剣に考え取り組んでいます。 

是非とも「田名テラス」も重点施

策３「地域のニーズに応じた団地型

マンション及び公的賃貸住宅団地の

再生の促進」の対象に加えていただ

きたく、お願い申し上げます。 

17 

 

広領域の集合住宅を住生活基本計

画に取込む 

田名テラス団地は29700㎡（9000

坪）を有する「ＲＣ集合住宅」であ

り、「団地型マンション」と同等扱い

することで、「相模原市住生活基本計

画」の「重点施策３-地域のニーズに

応じた団地型マンション・公的賃貸

住宅マンションの再生の促進」の対

象に含め、「住民100％合意による建

て直し呪縛」から解放し、将来の相

模原市の荒廃を防ぎ、良好な住環境

形成に寄与させる必要がある。 
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18 

 
何故対象を200戸以上の団地に絞

るのか。特に田名テラスは敷地が分

有のため建て替え議決に全員の賛成

が必要であるなど、再生には多くの

困難が伴うケースであり重点施策の

対象としていくべきではないか。 

敷地面積なども考慮し、かつ高経

年の田名テラス住宅（33棟・160戸・

9000坪、５月で築45年）も是非対象

にしていただきたい。 

（３頁に記載） 
 

 

19 

 
田名テラスは築45年を経過してお

り、今後建替えの時期が来ると思わ

れますが、田名テラスには全部で33

棟の建屋が有り160戸の世帯数で敷

地9000坪と規模が大きく、ゴースト

タウン化を防ぎ再開発を達成するに

は相模原市の支援が是非必要だと思

います。相模原市の町作り方針に基

づく田名テラスの再開発を行うこと

で、将来の世代に有益な地域作りを

することが出来るのではないかと考

えます。田名テラスを再開発の対象

となる団地型マンションに加えてい

ただきたく、よろしくお願い致しま

す。 

20 

 
大規模団地、築30年以上、かつ200

戸以上が対象なのでしょうか。160戸

の田名テラスは対象外なのですか。

高齢化が進み当団地では平均年齢が

70歳を超えようとしております。買

い物難民も出始めている現状、何ら

かの政策をお願いしたいと思いま

す。住まいの政策も大切ですが、そ

れを取り巻く環境の整備も重要だと

思います。 

21 

 
対象を何故200戸以上の団地に絞

るのか。敷地面積も考慮し、かつ高 



6 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経年の田名テラス住宅（33棟・160戸、

9000坪 ５月で地区45年）も対象に

していただきたい。特にテラス型住

宅は敷地が分有のため建替え議決に

全員の賛成が必要であるなど再生に

は多くの困難が伴うケースであり、

重点施策の対象としていただきた

い。 

（３頁に記載） 
  
  

 

22 

 
高齢化による老朽マンション再生

の困難さ（調達資金、居住期間等の

問題で）、空き家増等によるスラム化

防止等を考慮して、高齢者居住のマ

ンションを優先的に再生対象として

取り組み、促進して欲しい。 

ついては、甚だ手前勝手で恐縮で

すが、弊居住の田名テラス住宅を都

市計画に基づく再生対象に加えて戴

き、行政が参画するモデルケースと

して田名テラスを再生、新生化し、

現環境の維持、活性化等が図れない

ものかと愚考します。おこがましい

とは思いますが、ご一考戴ければ幸

いです。 

23 

 

対象を何故200戸以上の団地に絞

るのか。敷地面積も考慮し、かつ高

経年の田名テラス住宅も対象にして

いただきたい。（33棟・160戸・9000

坪・築45年） 

テラス型住宅は敷地が分有のた

め、建替え議決に全員の賛成が必要

であるなど再生には多くの困難が伴

うケースであり重点施策の対象とし

ていただきたい。 

24 

 

当方は築45年の県住宅供給公社の

分譲田名テラスに居住しています。

ご多分に漏れず同じような高齢化等

の大きな問題を抱えています。この

まま限界集落化は避けられません。 
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 基本計画によれば200所帯以上の隣
接している賃貸の田名団地を候補の

中に入っているようですが当田名テ

ラスは分譲の160所帯なので対象に
なっていないようです。田名団地と

田名テラスを含めた合計390所帯に
なれば理念に掲げる諸施策をいろい

ろと反映できるかと思います。ぜひ

とも隣接した分譲、賃貸を合わせた

地域での検討を進めていただきた

い。 

（３頁に記載）  

25 

 
個人所有の住宅団地と公的賃貸団

地とを同列にしているのはなぜでし

ょうか。対応が困難な個人所有の共

同住宅団地を優先課題とすべきでは

ないか。 

市内には、民間及び公的主体から

供給された団地型マンションがあ

り、再生の進め方が大きく異なるこ

とから管理主体を絞った課題とはし

ておりません。 

イ 

26 

 
再生という言葉の定義があいま

い。建物の建替えなどの再生とコミ

ュニティの再生と二つの意味が一緒

にされているように見える。国土交

通省が重点としているのはマンショ

ンの廃墟化の防止である（「住生活基

本計画（全国計画）目標５」及び「住

宅団地の再生のあり方検討会（第２

期）最終とりまとめ2019.8.8」）。Ｓ

ＤＧｓの視点からも重要な課題と考

えます。 

 本計画においては、大規模修繕や

建替えなどのハード面のほか、管理

組合の担い手不足や地域のニーズに

応じた高齢者や子育て世帯への支援

活動の促進等のソフト面の両面から

再生を促進してまいります。 イ 

27 

 
促進の具体的な施策が見えない。

もっと踏み込んだ方向を示してほし

い。施策として国土交通省方針の「都

市計画による再生」などを取り上げ

ていただきたい。住生活基本計画（全

国計画）では「再開発事業を活用し

た住宅団地再生」が基本的な施策に

取り上げられていります。神奈川県

の住生活基本計画でも「団地型マン 

本計画においては、住宅政策の基

本方針を示しておりまして、重点施

策３では、団地型マンション等の再

生に向けた取組として、管理組合へ

の支援や関係主体等との連携を図

ることとしております。 

なお、いただいたご意見の都市再

開発法に基づく市街地再開発事業

などの手法につきましては、今後の

取組の参考とさせていただきます。 

ウ 
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 ションの再生においては、都市開発法

の改正の趣旨を踏まえた建替え等に

ついて、市町村と連携して促進する」

としています。これらを反映した取り

組み策が必要と考えます。 

（７頁に記載）  

28 

 
 再生方策として、都市計画に基づく

再開発事業による再生を打出して欲

しい。 
29 

 
「都市計画に基づく再開発事業」に

よる再生が最も望ましい。公的機関関

与による計画的な再開発が地域の活

性化機能に最適だと思う。 
30 

 
地域ニーズに応じた団地型マンシ

ョン・公的賃貸住宅団地の再生の促進

には田名テラスは該当していません。

国土交通省の老朽化団地再生手法に

のっとり「都市計画に基づく再開発事

業による再生」に変更して田名テラス

を加えることをお願いします。 

31 

 
第２次の住生活基本計画に比べト

ーンダウン。あいまい。 

国において平成28年３月に策定
された住生活基本計画（全国計画）

において示されている新たな住宅

政策の方向性や県住生活基本計画

を踏まえ、少子高齢化や若年・子育

て世帯の転出、空き家の増加、マン

ションの老朽化など本市を取り巻

く状況の変化に対応するための計

画としております。 

ウ 

32 

 
計画の進行管理にＰＤＣＡを謳っ

ているが、第２次住宅基本計画のまと

めがない。 

第１章（１頁）に記載しており、

おおむね計画の推進が図られたも

のと考えております。 
イ 

33 

 
施策の推進スケジュール（評価時期

だけでなく施策の実行）を明示すべ

き。 

 本計画については、令和２年から

９年までの８年計画としており、社

会経済情勢の変化や国・県の動向等

を踏まえ、効果的な施策の実施に取

り組んでまいります。なお、４年後

の令和５年を目途に中間見直しを

検討することとしております。 

イ 
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34 

 
方針６「マンションの適正な管理

と再生支援」の達成指標が「マンシ

ョン管理セミナーへの出席者数」な

のか。ＫＰＩとしてもっと具体的な

成果指標にすべき。 

例えば、 

➀団地型マンションにおける国土交

通省のガイドラインに沿った長期

修繕計画の作成率 

②団地型マンションにおける修繕積

立金の解体費積立計画の作成率 

③団地型マンションにおける将来の

建替え再生計画の作成率（30年以

上の経年マンション） 

④マンションの建替え再生を促進す

るための条例制定数 

住生活基本計画（全国計画）では 

・マンション建替え件数：平成26年：

約250件⇒平成37年：約500件 

・25年以上の長期修繕計画に基づく

修繕積立金額を設定している分譲

マンションの管理組合の割合：平

成25年：46％⇒平成37年：70％ 

政令指定都市としては、国の目標達

成に沿うべきではないでしょうか。 

 成果指標につきましては、原則と

して、既存の取組の中で、毎年、把

握できる数値を指標としておりま

す。 

イ 


